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2019 民間資金等活用事業推進機構入社
2024 官民連携支援センター副センター長
2026 国土交通省PPPサポーターに認定

活動実績【案件形成支援に携わったPPP/PFI事業等】
◆奥尻町移住定住促進住宅整備事業

講演実績
◆鳥取県主催｢令和8年度鳥取県PPP/PFI推進地域プラットフォーム会議｣
◆政策研究⼤学院⼤学（GRIPS）公共政策プログラム「官民連携・PP/PFIファイナンス論」
◆群⾺県主催「群⾺県PPP/PFIプラットフォームセミナー」
◆伊勢崎市主催「公共施設整備における官民連携(PPP/PFI)セミナー」
◆㈱東急コミュニティー主催セミナー「複合施設の民間運営による地域活性化」
◆広島県主催「広島県PPP/PFI地域連携プラットフォーム「PPP/PFIセミナー」」
◆宜野湾市主催「宜野湾市PPP/PFI勉強会」
◆旭川市主催「下⽔道事業ウォーターPPP導入検討における官民連携事業勉強会」
◆秋田県主催「令和7年度第1回あきた公民連携地域プラットフォーム」 等

共有できる知識・経験
100を超える地方公共団体への相談支援業務やファイナンス業務の経験を通じ、以下
の取組みが可能です。
◆地方公共団体等のPPP/PFIの実施支援（セミナー講師、個別事業支援等）
◆地場企業・地域金融機関のPPP/PFI参画支援(勉強会講師、ネットワーク提供等)
◆地域PFの運営支援（セミナー講師、サウンディング支援等）

国土交通省PPPサポーター

PPP/PFI事業導入を検討されている方へのメッセージ
PPP/PFIを進める上で、一番⼤切なのはチャレンジ精神です。
知識や経験だけで進められるものではありません。だからこそ、多くの人とつなが
り、学び、相談しながら進めることが成功への近道です。
私は、その挑戦に伴走するパートナーとして、一緒にPPP/PFIを推進していきたいと
考えていますので、お気軽にご連絡ください。全国どこへでもお伺いします。

PPP/PFI総論・空港・公園・住宅・ス
モールコンセッション・ファイナン
ス・地域PF

全国

電話・メール・WEB

連絡先
携帯：080-9087-5462
E-mail：naohiro.nomura@pfipcj.co.jp
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過去の講演・相談実績等
・埼玉県主催「令和7年度第1回埼玉県PPP/PFI地域プラットフォーム」（２０２５年８月１日）
・喜多方市主催「PPP/PFI研修会」（２０２５年７月２２日）
・旭川市主催「職員向け官民連携（PPP/PFI）勉強会」及び「花咲スポーツ公園再整備における官民連携事業説明会」（２
０２５年７月１１日）
・富岡市主催「富岡市PPP/PFI 庁内勉強会」（２０２５年５月９日）
・政策研究⼤学院⼤学（GRIPS）公共政策プログラム「官民連携・PPP/PFI ファイナンス論」（２０２５年４月２３日）
・九州FG主催「PPP/PFI プラットフォーム 2024年度第2回共通セミナー」（２０２５年２月１７日）
・㈱東急コミュ⼆ティー主催セミナー「スポーツ施設を核とした街づくり」（２０２５年１月３０日）
・北海道主催「令和6年度 PPP/PFIに関する勉強会」（２０２４年１２月１０日）
※上記のほか、随時PPP/PFIのに関する地方公共団体や民間の相談に応じています。

国土交通省PPPサポーター

奥尻町移住定住促進住宅整備事業の概要・スキーム図

⚫ 事業名：奥尻町移住定住促進住宅整備事業
⚫ 発注者：奥尻町（人口約2千人）
⚫ 整備概要：1DK：22戸、2DK：8戸／集合住宅2階建て
⚫ 事業期間：約22年
⚫ 予定価格：7.6億円（税抜）
⚫ 建設費財源：離島広域活性化交付金、起債など
⚫ 事業方式：PFIのBTO方式
⚫ 業務範囲：設計/建設業務/維持管理・運営業務
⚫ 落札者：合人社計画研究所グループ
＜特徴＞
①実施方針公表から事業契約締結まで約5か月
②北海道の離島初のPFI案件
③物価高騰かつ離島という不利な外部条件を克服

出典：奥尻町HP
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